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海軍工作庁における会計
―「海軍工作廳ニ於ケル會計經理ノ大要」から
Ⅰ　はじめに
これまで，一連の拙稿（「海軍工廠の原価計算」（拙
稿 A），「海軍工廠における原価計算規程の進展」（拙
稿 B），「続・海軍工廠における原価計算規程の進展」
（拙稿 C））において，海軍工廠の原価計算規程に言及
してきた。各拙稿の概要は，以下のとおりである。
拙稿 A では，大正14年に制定された「海軍工作庁
工事費整理規則」（以後，「規則」と略称する）を中野
ノート（「規則」の解説書）に準拠して，海軍の原価
計算として論じた1）。海軍は大正時代末期にはすでに
原価計算制度を有し，これに基づいて原価計算を実施
していた。しかしながら，海軍では原価計算という名
称ではなく，工事費整理という呼称を慣習的に用いて
いたので，長らく研究対象とされてこなかったが，敷
田は著書のなかで「規則」を「その内容からして現行
「原価計算基準」に至るまでの「諸基準」の素朴な骨
子を形成しているもっとも古いものの1つである」2）
と評価した。この記述をヒントに，「規則」を詳細に
検討し，その基本的な性格の素描を通じて，海軍工廠
で実施されていた原価計算を瞥見した。
拙稿 B では，横須賀海軍工廠製造品価額計算法か
ら「規則」までの海軍の原価計算規程の進展を考察し
た3）。拙稿 A では「規則」に基づいて海軍工廠の原価
計算規程を論じたが，これが「いかなる系譜で形成さ
れたか」については，手つかずのままであった。そこ
で，拙稿 A を敷衍するために，最も古いとされる工
事費計算規定を起点に「規則」に至るまでの関連規定
（規程）の追尾によって，いかに「規則」が形成され
たかを時系列的に論じた。
拙稿 C では，海軍艦政本部会計部「海軍工作庁工
事費整理ノ沿革」（昭和15年8月―以後，「沿革」と略
称する）に基づいて，海軍の原価計算の進展を考察し
た4）。「沿革」は A と B の拙稿における研究の成果を
立証できるような網羅的な史料であり，「沿革」をも
とに海軍工廠の原価計算規程の進展を論じた。とりわ
け，「沿革」によって「規則」制定後の多数回にわた
る改正の主旨を明らかにしたことにより，「規則」の
成り立ちやその持つ意味がいっそう明確となった。
このように，一連の拙稿においてはこれまで主張し
てきた「財政会計制度を源流とする原価計算制度の系
譜」を意識して，財政会計制度と原価計算の関連の観
点からわが国原価計算規程の嚆矢的展開として海軍工
廠における原価計算を管見した5）。ここでは海軍工廠
の原価計算（工事費整理）を中心に論じてきたので，
機会を見つけて，その会計システムの全体像を明らか
にしたいと考えていた。そんな折，偶然に古書店から
「海軍工作廳ニ於ケル會計經理ノ大要」（以後，「大要」
と略称する）を入手した。「大要」では，海軍工廠全
体の会計システムが詳細に解説されていた。＊専修大学商学部教授
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そこで，本稿では「大要」に基づいて，海軍工廠全
体の会計システムを明らかにしていきたい。これによ
り，「財政会計制度を源流とする原価計算制度の系譜」
の特徴を明らかにする一助になると考えられる。
Ⅱ　史料の概要
海軍の内部文書である「大要」は，「規則」を含め
た海軍工作庁における会計の手順の全容を明らかにし
ている史料である。海軍工作庁は海軍工廠，航空廠，
技術研究所，火薬廠，各要港部工作部などを統括し，
海軍に所属する艦船や兵器の建造・修理・改修（これ
らをまとめて造修と呼称している），実験，研究を掌
る組織であった。
「大要」の冒頭に付された目録によれば，その構成
は以下のとおりである6）。
「大要」は，和紙製で赤い欄線がある海軍用便箋
（谷口納と印刷されている）が紙縒りで綴じられた手
書き（カーボン紙による筆跡）の文書であり，69面
（表紙1，目録2，本文66）に及ぶ。ただ「大要」には
頁が付されておらず，完結文書であるかは定かでな
い。しかしながら，目録に基づいて，章番，節番，枝
番，さらに文書内の項番を追っていくと，欠番がなく
すべて順序良く並んでおり，しかも頁間の文脈も途切
れずに第一から第十六まで進行しているので，本文66
頁の完結文書であると判断できる。
また，「大要」には執筆者，執筆年月日が記されて
いない。そこで，「大要」を国立公文書館，アジア歴
史資料センター，国立国会図書館，昭和館，靖国偕行
文庫，CiNii などの各データベースで検索してみた
が，該当する文書はヒットしなかった7）。したがっ
て，執筆者は調べようもないが，準拠すべき会計法規
のなかに「佐世保海軍工廠工事費整理規則施行細則」
を挙げたり，文書のところどころに佐世保海軍工廠の
会計部組織や事例に言及しているところから，佐世保
海軍工廠関係者であるのかもしれない8）。
執筆年については，昭和14～15年頃ではないかと推
定できる。なぜならば，第十　工廠における事業費予
算の整理，第十三　材料費の整理，第十四　外費の整
理，第十五　附属費で説明されている工事費整理の方
式が，昭和13年版「規則」の規定に基づいていること
や文書内の例示に使用されている年号は昭和10～15年
の間が最頻であるからである9）。
なお，「大要」はその内容から大きく，「工廠全体の
会計」（第一～第八），「工事費の計算」（第九～第十
五），「会計部の組織と職掌」（第十六）の3つに区分で
きると思われる。「工廠全体の会計」や「工事費の計
算」には組織の理解が不可欠であり，原文とは順番を
変えて最初に「会計部の組織と職掌」に言及する。ま
た，文書内には矛盾，重複，誤謬が存在するが，これ
についても必要な修正を施す。なお，「大要」の文章
は引用を除いて，口語体で叙述する。
Ⅲ　海軍工廠の会計部の組織と職掌
1．海軍工廠の会計部の組織
上述したように，まず組織から瞥見していきた
い10）。各海軍工廠の組織は総務部，会計部，医務部，
各造修部などから構成される11）。「大要」では，海軍
工廠の会計部の組織と職掌の例として，佐世保海軍工
廠（明治36年に佐世保鎮守府造船部から改組）の組織
が提示されている。佐世保海軍工廠の会計部は，図表
1のとおりである。
「大要」では，図表1のとおり計算課，購買課，各主
管と各倉庫が示されているので，以下，計算課，購買
課，材料庫，工場庫（造兵工場庫，航空機工場庫，造
船工場庫，造機工場庫，利材工場）の各職掌を明らか
にしていきたい。なお，利材工場は現在でいうリサイ
クル工場である。
第一　緒言 第九　工廠に於ケル工事ノ施行
第二　會計ノ種類 第十　工廠に於ケル事業費予算
ノ整理（工事費整理）
第三　物品會計 第十一　工事費
第四　會計監督 第十二　工費ノ整理
第五　特別會計 第十三　材料費ノ整理
第六　海軍工廠資金會計 第十四　外費ノ整理
第七　工廠ニ於ケル購買手続 第十五　附属費
第八　工廠ニ対スル事業ノ割
当方
第十六　會計部ノ組織ト職掌
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2．海軍工廠の会計部の職掌
1）計算課の職掌
計算課は，以下の件にかかわる12）。
①　造船費，造兵費および受委託事業諸費の予算，
決算整理ならびに収入や支払の請求に関するこ
と。
②　海軍工廠資金の予算，決算整理，収入，支払に
関すること。
③　事業費およびこれに関連する諸調査報告や統計
に関すること。
④　職工の平均賃銭，出業および増減給の調査なら
びに諸給与に関すること。
⑤　会計部（材料庫を除く）所掌事項遂行上，必要
な重要書類および規程類の保管や整理に関するこ
と。
⑥　会計部所属の雇員，傭人，職工の教育および
（員数の）維持や増減に関すること。
⑦　海軍共済組合および健康保険の事務および給与
に関すること。
⑧　前号のほか，購買課，材料庫の職掌に属しない
こと。
2）購買課の職掌
購買課は，以下の件にかかわる13）。
①　船体兵器機関および雑役船の購買，ならびに造
船造兵材料物件，工業用機械器具および試験用物
件の購買，ならびに不要物件の売払い，その他運
搬の契約に関すること。
②　部外製造所に請け負わせる工事および受託事業
の工事契約に関すること。
③　造船造兵材料物件および工業用機械器具類の価
格調査に関すること。
④　購買物品の納入に関すること。
なお，購買課を持たない会計部では，計算課が購買
課の職掌を兼ねる。
3）材料庫の職掌
材料庫は，以下の件にかかわる14）。
①　造船造兵材料物件の準備，保管，出納に関する
こと。
②　造船造兵材料物件の保管，現状および不用品処
分の調査に関すること。
③　会計部所掌事項の出師の準備や計画に関するこ
と。
④　会計部所属工作物の新築や改更に伴う計画に関
すること。
⑤　所掌事項遂行上，必要な重要書類および規程類
の保管や整備に関すること。
4）工場庫の職掌
工場庫は，以下の件にかかわる15）。
①　工場用および艦船部隊用として，材料庫より受
け入れた材料物件，ならびに事業費で直買した材
料物件の保管や出納に関すること。
②　工場に交付した材料物件の整理や監督に関する
こと。
③　工場備付の機械器具，その他物件の保管や監督
に関すること。
④　艦船取外物件および工事上生じた残材，残屑な
（出典：「大要」No.63の図を縦書きから横書きにして引用した。）
図表1　佐世保海軍工廠の会計部
計算課長
工事費主任
購買課長
材料庫主管
造兵工場主管
航空機工場庫主管
造船工場庫主管
造機工場主管
利材工場主任
計算課
造兵工事費主任（造機工事費主任）
航空機工事費主任
造船工事費主任
購買課
材料庫
造兵工場庫
航空機工場庫
造船工場庫
造機工場庫
利材工場
会計部長
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どの保管や出納に関すること。
⑤　会計部所属工作物およびその機械器具の整備，
入費概算，保存期限に関すること。
以上のように，会計部内において，計算課は予算の
執行や金銭の管理，購買課は材料物品（物件）の購
買，材料庫は購買した材料物品の管理，工場庫は材料
庫から払い出された材料物品の管理（現場への引き渡
しも含む）を主たる任務とする。
Ⅳ　海軍工廠全体の会計
Ⅳでは，「大要」によって準拠すべき会計法規，物
品会計，会計監督，特別会計，工廠における購買手
続，工廠に対する事業の割当方の順で，海軍工廠全体
の会計を概観していく。とくに，特別会計においては
海軍工廠資金会計をベースにした工廠資金の運転，資
金材料の準備と経理機関について明らかにしてい
く16）。
1．準拠すべき会計法規
海軍工作庁が従うべき会計に関する法規は，「憲
法」，「会計法」，「会計規則」，「海軍会計規程」，「物品
会計規則」，「海軍通常物品会計規則」，「海軍契約規
程」，「海軍工作庁工事費整理規則」，「佐世保海軍工廠
工事費整理規則施行細則」である17）。
「憲法」（第五條）では会計の根本を，「会計法」で
は会計の一般原則を，「会計規則」では「会計法」に
定められた事項の詳細を，「海軍会計規程」では海軍
において会計上生じる特別事項を，「物品会計規則」
では物品の取扱に関する原則を，「海軍通常物品会計
規則」では海軍における通常物品の取扱に関する詳細
を，「海軍契約規程」では海軍における契約に関する
特別事項を，「海軍工作庁工事費整理規則」では海軍
工作庁が指示した工事費整理法を，「佐世保海軍工廠
工事費整理規則施行細則」では佐世保海軍工廠におけ
る工事費整理法を，それぞれ規定している18）。
「大要」では会計を，まず取扱う対象によって金銭
会計，物品会計，国有財産会計に，次に適用される法
規によって一般会計と特別会計（ただし，原文では一
般会社と特別会社となっているが，この区分はここで
は適切ではなく，以後の内容によれば，一般会計と特
別会計の区分が正しいと思われる）にそれぞれ区分し
ている。
2．物品会計
会計の区分として，金銭会計と物品会計が挙げられ
ている。前者は購入物品の代金を支払い，予算を執行
していく過程を処理する役割，他方，後者は購入した
物品を出納保管する役割を負う。「大要」では，おも
に物品会計が説明されている19）。
物品の対象となるべき国家の財産は，不動産や動産
として存在し，不動産は国有財産として，動産は通常
物品および兵備品として処理される。このとき，通常
物品は器具，機械，備品，材料，消耗品，動物，その
他の一切の動産であり，兵備品以外のものである（す
なわち，兵備品以外はすべて通常物品である）。ま
た，兵備品は兵力の維持，兵の活動に必要な物品であ
り，兵器，需品，燃料，被服，糧食などである。通常
物品は「海軍通常物品会計規程」，兵備品は「海軍兵
備品会計規則」に従う20）。
物品会計を掌る担当官は出納命令官と会計官吏であ
り，必要ならば分任会計官吏と取扱主任が置かれる。
出納命令官は大臣の委任により物品の保管出納を統括
し，工廠では会計部長がこれにあたる。他方，会計官
吏は物品の保管出納を担務し，工廠における実際の業
務は，資金材料に対しては材料庫主管が，資金材料以
外のすべての物品に対しては工事庫主管がこれを務め
る。
分任出納官吏は，会計官吏に属する一部物品の保管
出納を委託するために命令された官吏であり，会計官
吏と同様に取扱物品に対する責任を負う。
取扱主任は会計官吏の補助を務める。すなわち，取
扱主任は，会計官吏の目が届かない工事中の材料や使
用中の器具機械などの物品を受払簿の記録を通じて保
全する。したがって，会計官吏は取扱主任の監督責任
を負い，取扱主任が材料物品などを乱雑に使用すれ
ば，会計官吏がその責任を問われる。一般に，各部の
工場責任者が取扱主任となる。
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3．会計監督
「大要」では，会計監督の目的を次のように定義し
ている21）。
「会計監督ハ会計事務負担者ヲシテ一定ノ規律ニ依
リ行動セシメ之ニ依ツテ会計事務ノ秩序ヲ維持助長シ
不利不秩序ヲ未然ニ防止シ若クハ爾後之ヲ反覆サセナ
イ様ニスル為ニ行フ取締方法デアル」
会計は内部統制（内部監査）によって，より有効に
機能するのであり，監督機関を必要とする。「大要」
では，次のように会計監督を説明している22）。
会計監督の機関としては，会計検査院や経理部があ
る。会計検査院は，天皇直属の機関で政府に対して独
立の地位をもっている。他方，経理部は，海軍部内に
おける会計監督機関であって，事前の検査を行うとと
もに，事後にも会計検査院に提出した書類で検査を行
う。海軍省所管の検査監督は，経理局長，経理部長，
艦隊主計長，所轄長が定時検査，移動時検査，臨時検
査（実況検査，随時検査）として行う。この他，兵備
品やそれ以外の物品に関する検査で会計検査院により
委任された事項については，毎年1回検査を実施する。
4．特別会計
特別会計は，特別の必要により一般会計から独立し
た特別の法律をもって設立された経理方法であり，特
別会計における支出はその会計内において生ずる収入
をもって支弁することになっている。「大要」では主
たる特別会計として，鉄道，通信事業，専売局，造幣
局などの官業特別会計，朝鮮，台湾などの植民地特別
会計，大学図書館などの教育及文化特別会計，健康保
険簡易保険などの社会施設特別会計，国債整理基金，
大蔵省預金部などの資金特別会計を挙げていた23）。
特別会計の始まりは作業会計に端を発する別途会計
であり，作業会計を規定した「作業費区分及受払例
則」（明治9年）に遡れる。その後，明治10年「作業費
出納条例」（明治12年に改正）を経て，「会計法」（明
治22年）および「会計規則」（明治22年）によって，
特別会計とその運用が明確に規定された（図表2）24）。
海軍における特別会計は，一，海軍工廠資金特別会
計（資金会計），二，海軍火薬廠特別会計（作業会
計），三，海軍燃料廠特別会計（作業会計）の3つであ
る25）。
海軍の作業場（明治36年以降は海軍工廠）はもとも
と大蔵省の一連の規程（「金穀出納順序」，「経費概計
表及内訳明細簿ヲ製スルノ順序」，「大蔵省出納条
例」），「各庁作業費区分及受払例則」，「作業費出納条
例」に基づいた会計が行われていた26）。やがて，「会
計法」および「会計規則」により，「鎮守府造船材料
資金会計法」（明治23年3月17日法律第19号―明治35年
1 ．各庁作業費区分及受払例則（明治9年9月6日太政官達）
2 ．作業費出納条例（明治10年7月6日太政官達）
3 ．作業費出納条例中改正（明治12年10月16日太政官達）
4 ．会計法（明治22年2月11日法律第4号）
　　　全改　大正10年4月8日法律第42号
5 ．会計規則（明治22年5月1日勅令第60号）
　　　全改　大正11年1月9日勅令第1号
6 ．作業会計法（明治23年3月18日法律第17号）
7 ．陸軍作業会計法（明治23年3月18日法律第18号）
8 ．鎮守府造船材料資金会計法（明治23年3月18日法律第19号）→図表3
9 ．官設鉄道会計法（明治23年3月18日法律第20号）
10．［作業及鉄道会計規則］作業会計規則（明治23年3月20日勅令第33号）
11．作業会計規則（大正11年3月27日勅令第34号）
12．海軍火薬廠及海軍燃料廠作業会計規則（昭和16年4月21日勅令第469号）
　　→改正　作業会計規則（大正11年3月27日勅令第34号）
　　　改正　昭和19年8月9日勅令第496号
図表2　別途会計および特別会計規程の変遷
（出典：日本法令索引（国立国会図書館 HP）http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/index.jsp，平成28年5月1
日取得）
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廃止）が公布され，材料については特別会計として処
理されることになった。材料を除く資金については，
一般会計化され，「鎮守府造船材料資金会計法」は明
治35年には「海軍造船材料資金会計法」（3月26日法律
第34号―明治38年廃止）となった。この間，明治33年
に「海軍造兵材料資金会計法」が公布された。その
後，「海軍造船材料資金会計法」と「海軍造兵材料資
金会計法」は廃止され，「海軍工廠資金会計法」（明治
38年2月16日法律第15号）に統合された。また，この
詳細規程である「海軍工廠資金会計規則」（明治38年3
月14日勅令第51号）も公布された。この一連の流れ
は，図表3のとおりである。
1）海軍工廠資金会計
海軍工廠資金会計は，「海軍工廠資金会計法」（明治
38年2月15日法律第15号）第一條によれば，「海軍造船
及造兵ノ工廠ニ於ケル材料部品貯蓄ノ資本トシテ海軍
工廠資金ヲ置キ特別ノ会計ヲ立テシム」とあり，海軍
工廠条例（明治36年11月6日勅令171号），その後，「海
軍工廠令」（大正12年3月26日勅令第51号）に基づいて
海軍工廠において行われる事業に適用される会計であ
る27）。
海軍工廠資金は，「海軍工廠資金会計法」第二條に
より，「明治38年3月31日現在の海軍造船造兵材料資金
の総額」をもって決定されたもので，当初はその総額
が950万円であったが，以後毎年度工廠資金の決算で
生じた益金を資金の増額に充てた結果，大正13年度末
には総額1,650万円に達し，大正14年度以降は財政の
都合上，しばらく毎年度の益金を一般会計の歳入に繰
り入れたために増加しなかったが，昭和7年度は海軍
航空廠の増設に伴って増加し，1,710万円に達した。
さらに，この金額は昭和13年には2,000万円に達し
た。また，昭和8年3月27日法律第15号「海軍工廠資金
臨時補足ニ関スル法律」で3,000万円が特殊材料物品
の準備のために増額されたのであり，この取扱は海軍
工廠資金に準じるものである28）。資金臨時補足につい
ては，「大要」では根拠となる法律の条文を引用し
て，「政府ハ海軍工廠資金ニ不足アルトキハ三千萬圓
ヲ限リ借入金ヲ為シ臨時之ヲ補足スルコトヲ得」と説
明している29）。工廠資金および工廠臨時補足の各工廠
への割当は，図表4のとおりであった30）。
2）工廠資金の運転
工廠では将来の工事を見越し，工廠資金で造船，造
兵のための材料や物品を購入・貯蔵しておき，随時，
造船造兵への事業にこれを売り渡し，代金として回収
し，さらにこれを資金として材料物品を購入・貯蔵
し，新たなる需要を待つ。すなわち，工廠資金は「最
初，材料物品となり，次にこれが現金化され，また材
料物品となる」という具合に運転される31）。
1 ．鎮守府造船材料資金会計法（明治23年3月18日法律第19号）
　　　廃止：明治35年3月26日法律第34号
2 ．海軍造兵材料資金会計法（明治33年1月31日法律第9号）
　　　廃止：明治38年2月16日法律第15号
3 ．海軍造船材料資金会計法（明治35年3月26日法律第34号）
　　　廃止：明治38年2月16日法律第15号
4 ．海軍工廠資金会計法（明治38年2月16日法律第15号）
　　　廃止：海軍造兵材料資金会計法（明治33年1月31日法律第9号）
　　　廃止：海軍造船材料資金会計法（明治35年3月26日法律第34号）
5 ．海軍工廠資金会計規則（明治38年3月14日勅令第51号）
　　　改正：大正11年3月27日勅令37号
　　　改正：昭和18年10日勅令第771号
6 ．海軍工廠資金会計法中改正（大正8年3月25日法律第10号）
7 ．海軍工廠資金会計規則中改正削除ノ件（大正11年3月27日勅令第37号）
8 ．海軍工廠資金会計法中改正（昭和14年3月16日法律第4号）
9 ．海軍工廠資金会計法中改正（昭和17年2月20日法律第24号）
　　　廃止：政府出資特別会計法外二十一法令の廃止等に関する法律（昭和21年9月13日法律第21号）
図表3　海軍工廠における特別会計規程の変遷
（出典：日本法令索引（国立国会図書館 HP）http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/index.jsp，平成28年5月1
日取得）
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事業部で工場材料が必要となれば，その部の工事主
管は材料庫主管に要求する。これによって，材料庫は
工場庫に材料を売り渡し，工場庫が工場の現場に渡
す。材料庫は工場庫に売り渡した材料の領収書（工場
庫発行）を計算課に送付し，計算課はこれによって当
該材料を会計処理し，事業部予算から代金を取立てる
手続をする。すなわち，資金の支出官である経理部長
に対して歳入徴収の告知書が発行される。この告知書
に基づいて，経理部長は事業費支払予算から告知書記
載の金額を会計部長の資金口座に払い込む。払い込ま
れた金額（予算）は，再び材料庫の材料購入資金とし
て使用するので，繰り返して資金が運転（回転）され
ることになる。資金の運転には，次の事項が留意事項
となる32）。
①　減損歩合
②　組入材料
③　資金の損失
④　前金受
⑤　停滞材料
工廠資金で購入した材料物品が貯蔵中に毀損した
り，値下がりが生じたりする危険を考慮しておかなけ
ればならない。そこで，減損歩合を設定し，売払いの
際には材料取得原価に対して2 % 程度の上乗せを行う。
組入材料は価値のある残材や残屑の受け入れ，兵器
の無償繰り入れのようなケースであり，益金となる。
資金の損失は，上記の材料などの値下がりが生じ価
格改定をしなければならないようなケースのほかに，
材料庫の運営に附随する支払いなども（益金に対す
る）損失に含まれる。
前金受は工廠資金には予算限度があるので，遅滞な
く必要材料が供給できるように，一般会計から資金会
計へ前金払いが行われるケースである。
停滞材料は庫納後1年以上使用されない材料であ
り，工廠資金の運転を阻害する。
これらの要素を顧慮して，工廠資金を効率的に運用
することによって，材料物品のための資金の管理・節
約を図る。
3）資金材料の準備と経理機関
資金材料の大部分を占める一般貯蔵材料について
は，事業部で確定した工事や将来の工事に基づいて，
工場庫主管が材料庫主管に準備を要求する33）。材料庫
主管は準備材料の購買を購買課長に要求する。購買課
長は契約規程に従い，会計部長名で購買契約を締結す
る。
こうした材料物品の購買に際しては，会計部長を契
約担任官とする。工廠資金の支払は，会計部長を支出
官とする。材料物品の出納保管については，会計部長
を出納命令官，材料庫主管を物品官吏とする。もし，
特種材料やその他の事情がある場合には分任官吏を置
く。
売払材料代，その他の海軍工廠資金の収入となるも
のは，会計部長を歳入徴収官とし，収入現金の出納は
廠　別 工廠資金（13年3月現在） 工廠資金臨時補足
横 須 賀 工 廠 3,300,000　圓 11,960,000　圓
呉 工 廠 8,750,000　圓 12,229,790　圓
廣 工 廠 900,000　圓 219,095　圓
佐 世 保 工 廠 2,480,000　圓 1,560,000　圓
舞 鶴 工 廠 900,000　圓
技 術 研 究 所 320,000　圓 655,000　圓
航 空 廠 450,000　圓 2,482,600　圓
繰入未決済額 2,900,000　圓
計 20,000,000　圓 30,000,000　圓
図表4　工廠資金および工廠臨時補足の各工廠への割当
（註）本年四月一日工廠資金増額セラレ佐世保ノ分ハ二 , 八〇萬圓トナッタ（ママ）
（出典：「大要」No.13－14より縦書きを横書きに，漢数字を算用数字にして引用した。）
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会計部計算主席部員を収入官吏とする。
5．工廠における購買手続
佐世保海軍工廠の昭和12年度の購買契約数は，
22,867件であった。金額は35,016,724円であり，この
なかには購入契約，払下契約，請負契約，人夫供給契
約が含まれる。これらの契約には，一般競争契約，指
名競争契約，随意契約がある。こうした契約は海軍で
は海軍購買名簿に登録された業者と行う34）。
海軍には，購買する物品およびその生産者を登録し
た海軍購買名簿がある35）。購買名簿には，普通購買名
簿と臨時購買名簿があり，そのそれぞれに対して，秘
密物件の契約者を登録した部外費購買名簿がある。名
簿登録条件としては，資産信用が確実であること，適
切な設備と技術を有していること，生産品が良質で値
段が妥当であることが要求され，審査のうえ登録され
る。これらの各名簿に登録してある物品を購買する際
には，名簿登録者から一般競争契約，指名競争契約，
随意契約のいずれかの方式で購入する。もし名簿以外
から購入する場合は，海軍大臣の認許を得なければな
らないが，試験購買および500円未満の購買について
は当該名簿によらなくてもよい。
契約にあたっては，本省では経理局長，地方工作庁
では会計部長が契約担任官を務める。海軍契約規程に
ある購買課長は，契約主任官と称され，契約担任官で
ある会計部長の命を受けて実務にあたる。契約の手続
きは，以下のとおりである36）。
特定工事に使用する特殊材料，器具機械の購買につ
いては，各部が材料準備要求票で工場庫に要求する。
工場庫では経理直買のものは品名，規格，数量，納期
の適否を調査し，購買番号を付け支弁経費科目を指定
し，材料準備要求票を購買課に送付する。資金購買に
ついては，品名，規格，数量を調査のうえ，材料庫が
材料準備要求票を作成し，購買課に送付する。一般準
備材料の購買については材料庫が調査して，特別準備
材料の購買については材料庫が各部の希望をもとにし
て，材料準備要求票を作成し，購買課に送る。
材料準備要求票を受け取った購買課では品名，規
格，科目の適否を調査し，契約方法を決定し，請負人
を探す。取引相手が決定した場合には，3,000円以上
ならば契約書を2通作成し，3,000円未満ならば請書に
捺印のみでよい。
ここで，具体的な購買になるが，購買に際しては入
札が行われる。購買側では事前に予定価格を算定した
うえで臨む。
一般競争入札，指名競争入札は，入札に参加した業
者の面前で行われる。このとき，官で算出した予定価
格が3,000円以上ならば，予定価格は入札前にあらか
じめ経理部が調査しておく。したがって，3,000円以
上の開札にあたっては，経理部が必ず立ち会い，入札
価格と予定価格を監視する。もし，予定価格より高い
価格であった時には落札とせず，購買課長が予定価格
超過と宣言し，再入札とする。入札はすぐに行われる
が，24時間の延期も可能である。しかしながら，再入
札によっても決定しない場合には，随意契約によって
双方折衝のうえ価格を決定する。この場合，契約後，
以下が留意される37）。
①　検査（品質の維持）
②　減小金（値引き交渉，ペナルティ）
③　支払法（代金の決済）
購買物品が納入されたとき，主務検査官は下（予
備）検査工場を指定し，下検査を行う。下検査が終了
したら，本検査が行われ，合格か不合格が決定され
る。検査期間は物品持込後，15日以内である。検査の
結果，多少の不良個所があるが，使用に差し支えない
場合には2割程度の値引を要求する。許容範囲を超え
る場合には，解約する。本検査に際しては本検査員と
して各部の3人以上が高等官に選任される。
取引相手が物品を納期内に納入できない場合には，
次のように延滞日数1日に付一定の割合で契約代価か
ら差し引くことになっている38）。
①　5,000円未満のとき　延滞部分代価の1,000分の1
②　10,000円未満のとき　延滞部分代価の2,000分の1
③　50,000円未満のとき　延滞部分代価の3,000分の1
④　50,000円以上のとき　延滞部分代価の4,000分の1
納入品が検査に合格し，会計官吏の物品出納原簿に
登記したときをもって受領とし，業者から請求書を出
させ，15日以内に支払を行う。
国庫負担の契約については，予算上は1年度内が限
度であるが，必要な場合には例外を認め，あらかじめ
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議会の承認を得た科目，金額の範囲内で翌年度にわた
ることができる。よしんば予算が不成立となっても，
支出は保証される。戦時体制下では，すでに年度初め
には次年度の契約が行われた。
6．工廠に対する事業の割当方
工廠に対する事業の割当は「海軍会計規程」，「造船
造兵事業梗概調整内規」に従って，艦政本部各部と総
務部との間，また艦政本部と地方工作庁との間で調整
がなされる。以下が，内規による事業割当て決定まで
の手続きである39）。
艦政本部は，翌年度の各工作庁における事業費予算
の編成に必要な事項を各工作庁に通知する。各工作庁
はその通知事項に基づいて事業費予算を見積り，これ
を艦政本部に通知する。艦政本部ではこれらの各工作
庁の通知を予算が成立する前に総務部に提出する。総
務部はこれをもとに事業梗概を調製し，海軍大臣名で
各鎮守府司令長官にその年度事業梗概告達の手続を執
る。
上記の手順では中央と地方との意思が十分取れない
ので，次のような手順もとられた40）。
海軍省は大蔵省との折衝が済み予算閣議で議会提出
の総予算案が決定した後，艦政本部に各工作庁の総務
部長を招集して，翌年度艦政関係予算の内容および各
工作庁の割当事業の大綱を説明する。総務部長は，こ
れをそれぞれの工廠に持ち帰って各廠長に復命する。
廠長はこれをもとに工廠各部の実施計画を立て1月か2
月頃になってから，艦政本部で開催される臨時工廠長
会議に臨み，会議の結果，翌年度における工作庁割当
て事業の骨子が決定される。4月になって，事業梗概
の告達を受けると，各工作庁では各部別にその年度の
事業計画を決定して艦政本部に6月末日までに提出す
る。
Ⅴ　海軍工廠における工事費の計算
Ⅴでは，「大要」から工廠における工事の施行，工
廠における事業部予算の整理，工事費の整理を通じ
て，海軍工廠における工事費の計算を概観する。とく
に，工事費の整理は工費，材料費，外費，附属費に及
ぶ41）。
1．工廠における工事の施行
工事の種類は，次のとおりである42）。
①　訓令工事
②　通牒工事
③　認許工事
④　請求工事
⑤　委託工事
訓令工事は，大臣より長官に訓令され，工廠長に命
じられた工事である。例えば，艦艇や雑船，兵器や装
備の新造，それらの改造などの工事である。
通牒工事は，訓令工事より軽微な工事であり，艦政
本部，航空本部の両本部長から直接に工廠長に通牒さ
れた工事である。また，通牒は鎮守府を経由する場合
もある。ここで，軽微とは，一般計画要領書，兵装計
画要領書，機関計画要領書，計画重量重心計算書に変
更をきたさない程度をいう。ただし，兵器について
は，本部長の通牒工事であっても通牒を出す前にあら
かじめ大臣の認許を得る必要がある。例えば，兵器と
は砲身，砲架，弾丸，魚雷，発射管，潜望鏡，航空機
などである。
認許工事は工廠側から中央に向かい発動し，大臣の
認可を得なければ仕事に着手できない工事である。例
えば，艦船の船体ないし機関に属する新設や改造，艤
装品，機関附属物の増減や位置変更は，大臣の認許が
必要である。また，兵器の新設，増設，撤去，換装，
改造については意見をつけて大臣に進達し，両本部に
おいてこれを調査研究し，通牒なり訓令なりの形式で
工事が発令される。
請求工事は，艦船部隊から工廠に対して造修の請求
が出されたものであって，工廠長は予算の状況を踏ま
え，施行か不施行かを決定する。
委託工事は，部外または部内他庁からの委託による
工事である。
訓令，通牒，請求や委託を受けると，各事業部はそ
れぞれ工事計画を立て，工事費予算を見積り，入費概
算書を調製し，艦政本部に提出する。工事の種類に
よっては造船部単独でできる工事もあるが，造船，造
機，造兵の3部に跨る工事もある。この場合，どの部
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が主務になるかは協議しなければならない。これには
工事と費用の分担区分表が艦政本部で用意されている
ので，それによって工事の主務部はどの部で，費用の
負担部はどの部であるかが判明することになってい
る。例えば，工事の主務部が造船部であって費用の負
担部が航空機部である時，航空機部から造船部に対し
て工事の手続きを執る。工事費整理の観点からは，次
のとおりに工事を区分する43）。
①　兵器製造（通牒による工事）
②　兵器購買（通牒による工事）
③　兵器実験研究（訓令および通牒による工事）
④　兵器装備公試（訓令による工事）
⑤　兵器修理（通牒による工事）
　　〃　（請求による工事）
⑥　部門長よりの委託工事
⑦　部外よりの委託工事
⑧　廠内他部よりの委託工事
⑨　当廠通常物品会計官吏よりの請求による工事
⑩　附属費工事
総務部長が訓令，通牒，委託や請求を受けた場合，
工廠長が主務部長に工事命令を発する。主務部の工務
主任は部長の命を受けて，作業主任，設備主任，検査
主任など工事実施に関与する部署へ工事着手命令を発
する。作業主任は作業計画を立て，工事命令券を発行
し，施行工場主任に送付する。工場主任は詳細な実施
計画を立て，組長に命じ，組長は担当者を選定して作
業に着手する。
主たる工事施行手続きの流れは，図表5のとおりで
ある。
2．工廠における事業部予算の整理
工廠においては，次のように予算の整理が行われ
（出展：「大要」No.41図より）
訓令
通牒 通牒
修理
請求
委託
願出
委託
委託
工場
工事命令
工事命令発布
通牒（甲）
工事命令発布
通牒（乙）
廠内他部
廠長総務部長軍需部艦船部隊
事業部長（工務主任）
会計部長
部内他庁
海軍部外
会計部工事費主任
設計主任作業主任検査主任何々主任 会計部工場庫主管
航本長
大臣
長官
艦本長
訓令
通牒
通知
図表5　工事施行手続概要
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る44）。
年度の事業大綱が事業梗概によって示され，中央か
らは訓令，通牒，委託請求により工事指令が下る。他
方，経理局長は海軍大臣の命により，支払予算書を作
成して各支出官に予算令示の手続きをする。工廠には
一般会計予算に属す工廠資金と特別会計に属す工廠資
金があり，一般会計の支出官は経理部長，工廠資金の
支出官は会計部長である。
事業費予算に対する増減の請求，支出の証明，決算
については経理部長が行い，工廠資金については会計
部長が管理する。一般に，工廠資金は材料物品収入が
歳入，材料物品費が歳出として処理される。
事業費の整理は，いわば縦と横の仕事になってい
る45）。縦は計算課の仕事であり，予算科目別に決算を
行う。予算科目はかなり複雑であり，艦艇製造費はさ
らに複雑である。他方，横は工事費整理係の仕事であ
り，これは予算科目ではなく工事番号別に要した原価
を集計する。工事費整理係は工事毎に予算を立て，工
事の原価を求め，決算を行う。これが工事費整理であ
り，工事番号別の経理である。
結局，予算科目毎に集計した金額の合計と工事番号
毎に整理した金額の合計は，会計年度末には一致しな
ければならない。ここで用いられる工事番号は工事相
互を区分するために与えられた符号であり，各工廠に
おいて一定のルールで施行される工事に付される。
特別会計である工廠資金の整理は，その年度の資金
額，支払予算額，損減歩合率が中央から指令される。
この指令によって，造船造兵などの事業に必要な材料
物品が購入され，物品会計官吏である材料庫主管が保
管して，一般会計に属する物品会計官吏である工場庫
主管に売払い，工場庫主管はそれを現場に渡して工事
に使用する。その物品代金は一般会計の支出官である
経理部長から資金会計の歳入として，徴収官である会
計部長に払い込まれる。
3．工事費の整理
工事費は「規則」に従って整理が行われ，次のよう
に分類される46）。
①　工事費は本費と附属費に区分する。本費は直接
費であり，附属費は間接費である。
②　工事費は工費，材料費，外費に区分する。
本費も附属費もそれぞれ工費，材料費，外費に分か
れる。工費は人件費であり，材料費は物件費，外費は
工事施行主務部以外に要した費用，他部に委託した工
事費や民間に注文した工事費などである。
1）工費の整理
工廠では，工員に賃金，加給金，手当を支払う。こ
れが工費となり，服業工費と附属工費に分けられる。
服業工費は工員の服業時間に対して支給する賃金であ
り，附属工費は加給金，手当賞与，その他の工費をい
う。工費の整理は工事費係が行う整理と会計部工費係
が行う整理の2種類がある。工事費係による整理は，
工事に対して工費がいくらかかったかを計算する。ま
た，会計部工費係が調査場で行う整理は各個人の出
勤，欠勤，早出，残業を出面簿によって調査し，工場
にある出面簿と照合して各個人に支給する月給額を算
出する。
工費計算の手順は，次のとおりである47）。
①　工事番号による整理
②　出面簿による整理
③　両者の照合
一方で，工費計算は工事番号の整理として行われる
（消費賃金の計算）48）。
工廠の組長が作成する組合工数日報は工事番号整理
の基礎となる。組長が自分の部下毎に1枚ずつ作り，
各個人の仕事内容を各人別に日報に書き込む。これが
できると，組長は自分の部下全体をまとめ，その日の
各工事番号別に工数を整理する。組長はこれを事務室
に出し，事務室ではその工場全体を通して工事番号区
分工種別工数日報を作成し，その翌日までに工事費係
に送る。工事費係は工事費番号別に工費カードを1枚
ずつ作成し，工場から送付された工数日報によって各
工場の毎日の工数を書き入れる。このカードを見れ
ば，どの工事に何工数かかっているかがわかる。10日
毎に工費旬報が作成される。これに毎月20日および工
事竣工の都度，1人当たりの工費定額を乗じて工費を
算出する。
他方で，工費計算は出面簿の整理として行われる
（支払賃金の計算）49）。
工費班出面簿の整理は工員各別に毎日の出欠，早
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出，残業を，さらに諸種の加給手当も記入する。毎月
20日付で締め切ったうえで，各人に対する支給額を決
定する。出面簿の整理は，個人別賃金の基本とする。
ただし，支払証憑書類として保存する関係上，誤差の
発生は許されないので，工場における調査と照合した
り，工事費係の調査と対査して，2重3重のチェックを
行う。
最後に，両者は照合される。工事番号の整理による
工数と出面簿の整理による工数は，一致しなければな
らない。
2）材料費の整理
材料は構成材料と補助材料，資金材料と資金外材料
に区分できる50）。構成材料と補助材料については事実
上区別されることはなく，資金材料と資金外材料が材
料の主たる区分である。なお，資金材料とは工廠資金
で準備した材料であり，他方，資金外材料は資金材料
以外の材料である。資金外材料は直買材料，残材，残
屑，廃兵器，艦船取外品などである。
資金材料の整理は，以下のとおりである51）。
工事着手の命令が部長から工場主任へ下ると，工場
では工事費予量調査書と材料予量表が作成され，前者
は工場係に，後者は工場庫にそれぞれ送付される。材
料予量表は工場で使用する材料の詳細な内訳を工事番
号別に作成したものである。すなわち，工場庫に対し
ては工事に使用する材料の予定量を通知するととも
に，準備を行わせ，予算表に当該予定量を掲記させ，
工場庫ではこの範囲内で材料を現場に渡す。したがっ
て，記載してある以外の材料を材料予量表の訂正なし
に渡せない。
材料受入手続きは，工場では材料使用票に当該材料
の品名，数量，寸法を記入して，工場庫に送付するこ
とから始まる52）。工場庫では材料予量表と対照して，
あらかじめ材料庫から仮受した資金材料のなかから，
現品を渡す。この材料使用票は工事費係に廻り，工事
費係はこれによって材料費カードの予定代価を記入し
て，工場庫に送付する。さらに，工場庫では材料使用
票によって三連票を作る。三連票は物品要求票と物品
受領票と物品送付票の3つが切取線によって1枚に繋
がった伝票である。
物品要求票は工場庫から材料庫に対する資金材料の
請求票であり，物品受領票はその材料の領収書を材料
庫に送付するのに用い，物品送付票は材料庫から工場
庫に送付する材料の送り状である。この物品送付票
は，工事費係を経由して工場庫に行くので，工事係に
よって材料費カードに材料の精算代価が記入される。
なお，物品送付票に基づいて，工事原簿に材料の払出
が註記される。この工事原簿は物品会計官吏として工
場庫主管が関わる物品出納簿であり，工場番号毎に使
用した材料の明細を掲記する帳簿である。物品要求票
は材料庫に留置され，物品受領票は計算課に廻され，
科目別に材料費カードに註記のうえ，材料売払日報が
作成され，資金会計に対する材料代価支払手続がとら
れる。
工費の整理は工場と工事費係と工費班（計算課）の
3つの関係であったが，材料の整理は工場，工場庫，
材料庫，工事係，計算課に関係する。したがって，材
料費の整理は工費の整理と比較して長くかかるので，
工事費の整理期間が遅延する原因の一つとなる。
資金外材料の整理は，以下のとおりである53）。
資金外材料のうち，主となるものは直買材料であ
り，その工事の経費で直接購買する。検品が終了する
と，通常物品領収書とともに工場庫から現場に交付す
る。工場庫では，当該領収票により会計官吏が備え付
けの出納原簿および工事原簿に記帳して整理する。工
事係は計算係からの支払通知により工事別に材料費
カードに記註し，所要材料費を整理する。
直買の資金外材料を使用する場合には，資金に組み
入れて使用する場合もあるが，通常は組み入れずその
まま使用する。
3）外費の整理
外費とは工費，材料費以外の工事費である54）。
①　廠内外費
②　分割外費
③　支払外費
廠内外費は廠内他部に委託した工事に要した工事費
であり，委託部の負担する経費である。
分割外費は海軍部内他庁に委託した工事に要した工
事費であり，予算分割によって整理する。
支払外費は上記以外の部外他庁委託工事費，部外請
負工事費，運賃，人夫賃，工員派遣旅費，その他工費
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や材料費に属さない諸費である。
4）附属費の整理
附属費の整理は海軍工廠の部が単位になっており，
その部から見て直接附属費と間接附属費とに分けるこ
とができる。
事業部それ自体の作業に直接関連のある附属費が直
接附属費，これは民間でいう製造間接費であり，これ
に対して，事業部それ自体の作業に直接関連のない附
属費が間接附属費，これは民間でいう一般管理費であ
る。間接附属費は，総務部，会計部，医務部などにお
いて必要な費用，廠内軌道，自動車，汽艇，検査，保
管，運搬，発電，電話に必要な費用である。附属費に
関わる問題は，以下のとおりである55）。
①　附属費をもって支弁する範囲をいかに決める
か。
②　附属費を工事費に賦課する方法をどうするか。
附属費支弁となるものは「規則」において列挙され
ており，附属費を工事費に賦課する方法として下記が
あり，作業の種類・態様，経営組織によって選択す
る56）。
①　工費で按分する方法
②　労働時間で按分する方法
③　材料費で按分する方法
④　本費で按分する方法
⑤　機械の使用時間で按分する方法
⑥　工数で按分する方法
上記のうち，海軍では工数按分法を採用している。
すなわち，ある一定時間に要する附属費は総額をその
期間に要した本費総工数で割って一工数あたりの附属
費額を算出し，これを工事番号毎の本費工数に掛け合
わせて得た金額が，工事番号単位で負担とする附属費
である。
海軍では，年度初めに各部毎にその年度に要する附
属費の使用見込額，およびその部の負担するべき共同
負担附属費額を算出して，その合計額をその年度にお
ける予定本費総工数で割り，その商を1工数あたり附
属費定額と定めている。この定額を各工事番号毎の本
費工数にかけた金額が，その工事の負担する附属費と
なる。年度末決算にあたり，ある部のその年度の実際
本費工数にこの定額を掛けた金額は，その部において
当該年度内に現金として実際に支払った附属費使用額
と一致するはずである。しかしながら，実務上一致す
ることはまれで，年度半ばに，その実際の附属費がお
よその見当がついてきた頃，本費工数のやり直しを検
討し，改めて附属費定額を変更する。よしんば，年度
初めに附属費の使用見込み額を決定しても，工費工数
が年度初めの予定より著しく増加した場合には，結
局，支払額と負担額が大きく食い違う結果になる。そ
こで次のような調整を行う57）。
①　本費工数ノ増加―附属費使用額不変＝定額ヲ下
ゲル
②　本費工数ノ不変―附属費使用額増加＝定額ヲ上
ゲル
③　本費工数ノ減少―附属費使用額不変＝定額ヲ上
ゲル
④　本費工数ノ不変―附属費使用額減少＝定額ヲ下
ゲル
このような調整をやらなければ，年度末の決算にお
いて予算額と使用額はほとんど合致しない。
Ⅵ　おわりに
本稿では，「大要」に基づいて，海軍工廠における
会計システムの全体像を瞥見してきた。拙稿 B で
は，下記のように海軍工廠の会計について言及し
た58）。
「政府経営による作業場の作業費会計を瞥見した
が，「会計法」の施行によって海軍の作業場の会計処
理に大きな変更が行われた。それまで別途会計を適用
し，独立採算を目指していた鎮守府造船工場の艦船建
造費やその他造船費は「会計法」により特別会計から
除外され，一般会計となり，材料資金のみが特別会計
処理となった。これが前節で言及した「鎮守府造船材
料資金会計法」であり，8条構成で第1条において「鎮
守府造船工場ニ於テ船舶ヲ製造修理スル為メニ要スル
材料貯蓄ノ資本トシテ造船材料資金ヲ置キ特別ノ会計
ヲ立テシム」（第一條）と鎮守府造船所における材料
資金の特別会計が定められた。造船材料資金は「従来
横須賀鎮守府小野濱造船所ニ備へタル営業資本ヲ以テ
之ニ充ツ」（第二條）とされ，もし造船材料資金で貯
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蓄している材料を使用するときは「海軍省所管経費ヲ
以テ之ヲ購入スへシ」（第三條）とされている。」
この記述は，明治23年「鎮守府造船材料資金会計
法」制定時点に基づいているものであり，明治23年以
降，この法規は次のような展開を呈した59）。
①　明治33年に「海軍造兵材料資金会計法」が制定
された。
②　明治23年に制定された「鎮守府造船材料資金会
計法」は，明治35年に「海軍造船材料資金会計
法」の制定によって廃止された。
③　明治38年「海軍工廠資金会計法」の制定によっ
て，「海軍造兵材料資金会計法」と「海軍造船材
料資金会計法」は廃止された。
④　明治38年「海軍工廠資金会計規則」の制定に
よって，「海軍工廠資金会計法」の詳細規定が定
められた。
明治38年以降，「海軍工廠資金会計法」や「海軍会
計規程」（大正11年）などによって，海軍工廠の会計
が形成されていく。他方，これまで各工廠が別々に実
施していた工事費整理は，工事費の期間比較，場所比
較を可能にして艦船建造の能率向上を図るために，大
正14年に「規則」の制定によって一本化が図られ
る60）。
一連の拙稿では，「会計法」制定以降，海軍工廠の
会計は「一般会計になった」に強調点を置いて論述を
進めてきたが，「大要」を通じた今回の研究では，材
料物品の資金を運転する工廠資金会計の部分も工廠に
おける会計システム全体を理解する観点からは，留意
しなければならないことがわかった。「大要」はこう
した工廠の会計の全容，一般会計と特別会計の兼ね合
い，「規則」との関係が示されていた。
「財政会計制度を源流とする原価計算制度の系譜」
において，原価計算制度は財政会計制度を効率的に運
用していくために形成されていった。それは一般会計
のためには割り当てられた予算を効率的に執行するた
めの情報を，特別会計のためには定められた資金を運
転によって管理するための情報をそれぞれ提供した。
このとき，政府直営作業場の一般会計における予算に
よる資金管理と特別会計における資金運転による管理
を実現するためには，製品別，注文別ないしは工事別
の原価を明確にする仕組みが必要とされた61）。
海軍工廠の原価計算は，国家予算を支える財政会計
制度からの系譜であり，当初，海軍工廠は別途会計
（後の特別会計）が用いられ，独立採算のために損益
計算を志向していたが，明治22年以降，材料物品につ
いては特別会計となり，これは物品や金銭などに関す
る会計法規などで管理された。他方，材料物品を除く
資金については一般会計化され，予算（編成，調整，
執行，統制，フィードバック）のもとで管理された。
それゆえ，艦船建造費の概算や工廠ごとの能率を測定
する目的で，工事費の計算は系統化される必要性が生
じた。そこで，国家財産の保全のために「規則」が制
定された。すなわち，「規則」に基づいて明らかにさ
れる艦船一隻がいくらでできるかの工事費（建造費）
の計算は，予算の編成，執行，統制のなかで金銭や物
品を管理していく一般会計に不可欠であった。また，
同時にこれは独立採算を目指す過程のなかで材料物品
資金を管理していく特別会計にも必要であった。
「大要」に基づく考察では，海軍工廠の原価計算は
艦船の効率的な建造をめざして，予算編成と報告に基
づく予算統制のために，同時に資金運転のなかで材料
物品を管理するために，高度に構築された管理志向的
なシステムであると考えられる。
注
1）　拙稿「海軍工廠の原価計算」（拙稿 A）『経理知識』第68
号，平成元年6月，73－88頁。
　　なお，当該論文における史料，中野英夫記述『海軍ノ原価
計算』をこれまで「中野資料」と呼んでいたが，この史料の
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2）　大即英夫，君塚芳郎，近藤禎夫，敷田礼二，中村美智夫，
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『経営経理研究』第89号，平成22年10月，51－86頁。
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蒐集した。
4）　拙稿「続・海軍工廠における原価計算規程の進展」（拙稿
C）『専修商学論集』第98号，平成26年1月，95－120頁。
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　　「海上自衛隊佐世保方面隊 Website，佐世保史料館（セイ
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23）「大要」No.9。
24）これについては，拙稿 B においても取り上げた。
　　拙稿「海軍工廠における原価計算規程の進展」58頁。
25）海軍工廠資金会計は図表3を参照のこと。火薬廠は大正8
年，燃料廠は大正10年に特別会計とされた。特別会計につい
ては，以下の文献が詳しい。
　　大蔵省編纂『明治大正財政史　第二巻』財政経済研究学
会，昭和11年，753－767頁。
26）拙稿「原価計算制度における費目別計算思考の萌芽―原価
計算制度の初期的胎動1―」『経営経理研究』第82号，平成20
年3月，29－61頁。
　　拙稿「原価計算制度における費目別計算思考の生成―原価
計算制度の初期的胎動2―」『経営経理研究』第84号，平成20
年12月，55－93頁。
27）「御署名原本・明治三十八年・法律第十五号・海軍工廠資
金会計法制定海軍造船材料資金会計法及海軍造兵材料資金会
計法廃止」アジア歴史資料センター（ JACAR），Re f .
A03020616100，内閣，明治38年2月15日，海軍工廠資金会計
法，第一條。
　　海軍工廠令の被改正法令は海軍工廠条例であり，その経緯
は以下のとおりである。
　　海軍工廠条例（明治36年11月6日勅令第171号）
　　全改：海軍工廠令（大正12年3月26日勅令第51号）
　　全改：海軍工廠令（昭和11年6月27日勅令第131号）
28）海軍工廠資金は海軍工廠資金会計法およびその改正によっ
て，次のように増額されていった。
　　明治38年「海軍工廠資金会計法」では，資金は950万円
（明治38年3月31日現在の額）。
　　大正8年「海軍工廠資金会計法中改正」では，資金は2,000
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計法中改正」JACAR，Ref.A03022326100，内閣，昭和14年3
月15日。
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